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社会保障審議会医療保険部会資料
「出産育児一時金について」
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産育児一 のよう なのか
【給付目的】
・出産に直接要する費用 (分娩賣)や出産前後の健診費用等の
出産に要すべき費用 (育児金)の経済的負担の軽減を図るために
支給されるもの

【給付対象】
・被保険者及びその被扶養者である配偶者等が出産した場合
・年間の支給件数は約111万件 (平成17年度 )

<保険者が保険契約者 (被保険者)に給付)>
<金ての妊婦ではない>

【給付金額】
。1児につき42万円を支給

(少子対策、生み易い環境作り)
償オ源は保険料と国庫、地方交付税措置)
(社会保険と国民健康保険とでは、国費投入額異なる)
<医療機関は金く関与していなしヽ>

出産育児一時金 (現金給付 :使途は被保険者が自由に決める)
健康保険法

『第101条 :被保険者が出産したときは、出産育児一時金として、政令で定める金額を支給』
『第114条 :家族出産育児一時金』『第61条 :譲り渡し、担保に供し、又は差し押さえることができない』

昭和36年一時金 (2000円 )

分娩費
昭和2年健康保険法施行当初から

法定給付
分娩介助料相当/

被保険者の標準報酬の半額
昭和36年  最低保障復活
昭和56年   15万円
昭和60年   20万円
平成 4年4月  24万円

出産育児一時金 (平成6年スタート)

平成 6年 10月   24万円→30万円
平成18年 10月   30万円→35万円
平成21年 1月   35万円→38万円
平成21年 10月   38万 円→42万円
平成23年 4月   _2-

哺育手当金

育児手当金



「出産育児一時金等の医療機関等への直接支払制度」経緯
<平成20年 8月 22日 >
舛添厚生労働大臣 :閣議後の記者会見
「とにかく出産費用を心配しないでいいように負担がない形で、

仕組みの方は今から工夫をいたしますが、一一。 」

<平成20年 11月 2フ 日>:「出産育児一時金に関する意見交換会」
舛添厚労大臣の提案内容
「手元にお金がなくても安心して妊娠・出産できるように」

一少子化対策は国家百年の大計 ―
■、出産育児一時金の医療機関への直接支払い
現行受取代理制度は手続きが煩雑 (?)

2、 地域による出産費用の着について 【地域格差)
そのまま反映させるのが良いか悪いか議論して欲しい
一律なら38万円以下の地域でどうするかも。
3、 正常分娩に保険が使えないのは何故と問かれる (現物給付化)
市民の間に疑間の声あり
みんなが納得する形でいい方向にしたい

→厚労省方針 :

「出産一時金」を創設へ (法改正)+出産費直接払いを制度化 (高額現金準備不要)

出産育児一時金42万円直接支払制度の骨格の決定
(平成20年 12月 22日社会保障審議会医療保険部会)

1)政令改正により全国―律に額を上げる。(法改正断念 )

2)緊急の少子化対策、平成22年度末までの暫定措置。

3)保険者に対する国庫補助は、保険者の影響に
応じた重点的な補助を行う。(国費投入 :貸付ではない)

4)引き上げ分に伴う国庫補助は医療機関への
直接支払いを実施している保険者に限定する。

5)妊婦の負担軽減を図るため出産に関わる
保険給付やその費用負担の在り方を検討する。



層封着4彗     軍餞::軍 |♀層2異翁編慕黒ξダた警ξ爾塑奮kに関する意見交換会
平成20年 12月 22日 社会保障審議会医療保険部会が骨格を決定
平成21年 1月厚生科研資による分娩費の調査

これを受けて改正決定、法の改正は政情不安定から困難、

現行法の枠の中で行うことを決定

a.出産育児一時金の引き上げ4万円、それに伴う国庫補助支給対象を
医療機関等に直接支払う保険者に限ることにし、直接支払を徹底

(出産育児一時金の増額と直接払いをセット)

b.医療機関は、明細を添えて保険者に出産費用を請求
c.保険者は、支払業務を原貝Jとして審査支払機関 (国保連)に
委託して支払う

d.審査支払機関、医療機関等におけるシステム改修を要するため、
施行は21年 10月

(緊急少子化対策、23年 3月 までの1年半の暫定措置 )
7

出産育児一時金42万円 (公費は保険料別額 )

社会保険             国保 (平成20年21万 1千件 )

保険料
(2万円)

保険料
(2万円+α )

鸞
保険者の体力により

「

国庫補助

(2万円 )
国庫補助

(2万円―α)

保険料(35+3万円)

公費 F12,000～ 20,000

呆険料 r408,000～ 400,000

公費 ¥253.33〔

果険剌 ¥133,66C
И
“

窯

‡

餃

藤

地方交付税措置
2/6

1万3千強

保険料
1/6

7千弱

国庫補助3/6   2万 円

公費 (38万 *2/3)

保険料(38万*1/3)

38



【出産育児一時金の給付方法の種類】

1.分娩後申請 (従前 申請方法 )

出産後、被保険者は所定の申請書を保険者に提出し受領する。
2.受取代理制度 (現直接支払 tll度施行により廃止方向へ )
出産の費用に出産育児一時金を充てることができるよう、被保険者の事前請求により
医療機関が被保険者に代わり出産育児一時金を受け取ることができる仕組み。
(約 1カ月後に入金。手続き簡単。制度採用保険者多くなかった)
3.直接支払制度 (平成21年 10月 から平成23年 3月 まで)
(約 2カ月後入金。手続き煩雑。妊婦さん任意、医療機関に1ま 100%施行企図)

その他出産育児一時金以外の制度

1.出産手当金

産体中の生活を支えるために、勤め先の健康保険から支給される制度
2.出産費融資 (貸付 )制度

出産育児一時金の範囲内で出産に必要な資金を無利子で融資する制度

分娩後申請 (従前鞭請方法 )

①カード、現金等支払

医療機関
保険者

出産後、被保険者は医師等または市町村長から出生に関する証明を受けた
所定の申請書を保険者に提出する。
その後本人へ保険者より42万円入金される。約一カ月以内に入金される。
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医療機関

出産育児一時金直接支払制度

保険者

保険者

受取代理制度

隧

・

被保険者の事前請求により、出産の費用に出産育児一時金を充てることができる制度。
被保険者の指示 (事前申請)により、保険者から医療機関に支払われる。
(42万円の範囲内で)。 1か月以内に入金。

医療機関
評
一一一〓
■

1 国保
1連合会

:支払基金



【出産育児一時金の給付方法の種類 】

1.分娩後申請 (従前申請方法 )
出産後、被保険者は所定の申請書を保険者に提出し受領する。
2.受取代理制度
出産の費用に出産育児一時金を充てることができるよう、被保険者の
事前請求により医療機関が被保険者に代わり出産育児一時金を受け
取ることができる仕組み。
3.直接支払制度 (平成21年 10月 から平成23年 3月 まで)

その他出産育児一時金以外の制度
1.出産手当金
産体中の生活を支えるために、勤め先の健康保険から支給される制度
m.出産甕融資 (貸付)制度
出産育児一時金の範囲内で出産に必要な資金を無利子で融資する制度

出産費融資 (貸付)制度

地方行政 群

保険者

出産育児一時金の80%
無利子

出産育児一時金と相殺
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法的問題点除く

本制度の利点

保険者
*出産育児一時金支払業務を国保連に一括委託することにより
事務手続き軽量化。

被保険者
*被保険者の制度利用は任意。
*受取代理制度と同様に
被保険者等の退院時の窓口支払額が軽減される。

医療機関
*分娩費未払いが少なくなる。(病院>診療所 )

-8-



本制度の欠点 (医療機関側に限定) (⇒最終的には妊婦さんの負担となる)

1.事務手続き等が煩雑⇒事務職員等の仕事量増&人件費上昇
1)保険証の確認常に(資格喪失手続き不備、保険者変更後対応不徹底)
今現在も解決していない。保険者間で解決すべきものを医療機関に転嫁
2)制度の説明・同意文書 (制度参加・不参加・独自で対応異なる)
3)分娩費用明細書および専用請求書の作成 (作業量倍増 )
4)提出先仕分け作業 (従前作業に追加 )

2.分娩から支払までの期間が約2ヶ月かかり、資金繰りに苦慮
⇒全ての医療機関に応分の負担を強いている
⇒内部留保枯渇、借入 (経済的負担 :永久に続く)
⇒経営継続危機⇒周産期医療崩壊危機⇒お産難民
⇒借入不能医療機関 (制度未加入):分娩数減少 (経済的圧力)
参加医療機関ネット公表 (経済的精神的圧力)、 風評被害

何科の医療機関でも、2カ月間医療収入が途絶えたら経営困難に
特に単科医療機関においては、影響甚大

「出産育児一時金等の
医療機関等への直接支払制度
に関するアンケート調査」(平成21年 12月 )

実施主体 :

日本産婦人科医会医療対策部
実施対象 :

日本産婦人科医会の
全国施設情報登録の分娩取扱施設

(病院・診療所)
アンケート送付総数 :2,806

回答 :1,770(63.1%)
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直接支払制度を実施することで経営に影響が出ていますか。(全体 )

n=1,736
瞼経営に影響 Iまない

経営上の負荷はあるが、金融機関から借入る必要はない

金融機関からの借入が必要である

額金融機関から借入しないと経営困難に陥る可能性がある

借入した金融機関の種類について (全体 )

n=535

福祉医療機構 繹その他

福祉医療機構の条件の厳しさが顕著に表れている。
本来なら福祉医療機構から、無担保・無利子であるべき。

―10-

蝙民間金融機関 は医師会系金融機関



直接支払制度は平成23年 3月 31日で終了しますが、

終了後どのような制度を希望しますか。(全体 )

n=1,947

繭現行直接支払制度の継続
日現行直接支払制度を改善して継続
分娩費用の支払いは、窓口での現金精算を基本とする
醸受領委任払い制度を改善し、復活させる
‐分娩に関する入院‖分娩料の保険化
'その他
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(1)出産育児一時金の請求と支給方法の改善を。

(2)「出産育児一時金の在り方」(分娩費と育児手当)の検討に
視点の異なる「分娩の費用の在り方」を入れないこと。 `

(3)少子化対策と謳うのなら、これらは
医療保険の分野で検討するのではなく、
「子ども手当」と同様の分野 (福祉)で検討すること。
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寺尾委員追加提出資料

第38回社会保障審議会医療保険部会

出産育児一時金の現状を踏まえた問題点

産科医療現場への周知が遅れたため、混乱がおき現在も継続している。

具体的には、

○入金の遅延 ;分娩中心の産婦人科医療機関は経営に困窮
30%の産科医療機関が融資を受けなければ経営できない。
国の制度変更によって、本来必要もない、借り入れが発生したからである。

○医会・学会は周産期医療供給体制の崩壊を懸念している。本日資料の 17P,18P
をみると、22年 6月 申請件数は国保口社保合計 82109で 14%程の分娩に、この直
接支払制度が利用されていない。もし、現在の直接支払制度を強行すれば、対応

できない分娩機関 (特に、正常分娩中心の単科産科診療機関、助産所では対応で

きず)が発生し、16万人の産婦さんに影響がでる可能性がある。

○事務手続の煩雑化 ;新たに事務職員を雇い入れなければ対応できない状況
保険証が有効であるか否か、毎月毎月再三再四、確認することが必要。

(未だに解決していない例 )

被保険者資格の把握に関して、請求先の国保保険者より半年前まで協会けんぽの被
保険者だったので協会けんぽに再請求を要求してきたり、或いは健保組合に請求した
ところ、半年前までは被保険者だったが加入期間が短いために払えないから国保に再
請求を要求したりと、医療機関が行う資格確認について、必要以上に保険者から要求
がある。小池晃先生の質問主意書においても、医療機関等の責めに帰すべき事由がな
ければ、出産育児一時金が支払われることになっており、矛盾している。

○本制度を採用できない分娩機関では分娩数が減少し、経営に支障をきたしてい

る。

●ここで現在考えている「出産育児一時金」への要望を記載する。
口医会の資料に、22.3.31医会と学会の連名で厚生労働大臣に対する要望書が

あります。これを基本と考えておりますが、その中で、出産育児一時金の請求と

支給方法の改善を特にお願いしたい。

・少子化対策と謳うのなら、これらは医療保険の分野で検討するのではなく、

「子ども手当」と同様の分野 (福祉)での検討もしていただきたい。



以下に問題点の詳細を示す。

1.現制度の問題点
1-1、 法律を改正して施行された制度でないこと。
被保険者には “任意 “である制度を、一方の当事者である医療機関に強制

できるのか。

1-2、 事務手続きが煩雑

以下に示すような細かい手続きが必要となり、事務量膨大となる。

施設によっては事務職員を増員したところもあると聞く。

1-2-1、 初診時等において 「直接支払制度についての説明」
。制度取捨選択説明。

母子手帳取得時配布シールの恣意的表示 (任意制度であることを極小

文字にて表現)により、被保険者が先ず躊躇。母子手帳交付時に十分
説明されていない。

1-2-2、 合意文書の作成 (2通 :被保険者分および医療機関分)
制度採択如何を問わず作成。制度不参加でも必要等の説明。

しかも保険変更等資格保持確認のため手交は退院時に。

1-2-3、 被保険者証の確認 (分娩後退院時まで毎回必要 )
有資格確認のため退院時まで必須。

最終確認保険者へ請求することになっているが、社保と国保間で取り

扱いが統一されておらず、医療機関を巻き込んだ騒動が未だにある。

1-2-4、 従来通りの費用の内容を記した領収書 (明細書)発行の他に
領収書と同内容の専用請求書 (同一規格)作成。一枚に 3名分。
1-2-5、 保険者毎に、夫々仕分けして支払機関への提出。
提出先に配慮必要。

1-2-6、 保険者からの入金通知・入金確認作業。
1-3、 出産育児一時金の入金遅延

如何なる家庭、会社でも、収入が 2カ 月間途絶えたら、大変なこと

になることを否定される方はいないと考える。この制度は、医療機関に

2ヶ 月間の無収入を強いたものである。分娩を中心にした医業を行って
いる施設では、影響は甚大である。

1-3-1、 福祉医療機構の対応の悪さ
国が、参加を求めた制度であるから、無利子・無担保が常識であるが、

貸与条件、有利子、有担保等容易に借入できる状況ではなかった。昨年

10月 以降 何度も条件緩和が実施されたことが、対応の悪さを明確に
している。民間金融機関、医師会系金融機関等から多くが借入したとい

う当会のアンケー ト結果からも明らかである。



1-3-2、 月 2回請求、月 2回支払。
今年 7月 から、月 2回請求、月 2回支払が、二回目は電子請求に限る

という条件付きで改正され、施行されるようになった。しかしながら、

パソコン導入率が 20%程度の状況においては、この改正分が導入されて

も半分以上の産婦人科医は恩恵を受けず、その効果は少ない。

1-3-3、 分娩施設を一件でも減せない。国に潰されるという叫びが。
医会会員の中には、様々な状況の中で医業を遂行している。この制度

が導入されようとした時点で一円も借入できない状況にあった施設が

存在した。

風評被害とも言える患者数の減少や制度不参加施設差別とも言える

施設ネット公開など、経済的・精神的圧力を現在も受けている。

周産期医療の崩壊が叫ばれている現状においては、医会はこのような

施設を擁護する。分娩機関の減少は結果的に妊婦さんの負担となること

を認識すべきである。

1-3-4、 制度参加の全ての医療機関は今も影響を受けている。
制度参加の医療機関は、今も 2カ 月間の入金遅延による影響を受けて

いる。借入しなくとも、内部留保を取 り崩すことによって対応したもの

であり、施設や機器更新の計画を大きく修正せざるを得ないことになっ

ていることも認識すべきである。
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わが国の産科医療の現状からみた出産育児一時金制度改革の方向性

社団法人 11本産科婦人科学会 。医療改革委lt会

委員長 海野信也  (北Чl大学医学詢∫産婦人科教授 )

産科医療の現状 :

分娩取扱状況  1,087,210111生 (2008年 ) :分娩の
｀
卜数以 11は民出l分娩 1専門施設で夕t当

557.9('7111/li(51%)486/施 設 112/1'(白 ,

52()(;1)3111/L(48%)3:,3/施設 21(,/1ケ :白 ,

1).1)(;8出 」i( 1%) 22111イ li//方値:貸

(ア )1)jl塊 1,12(;方位:受 |{白「 41)81名

(イ )イ∫,(1診方卜llli 1 441方値「貸レ
`白

「 24()1)イ I

(|'1宅 分娩は 0.2%)

● 都i澁府嚇tll11の ばらつき

'  
診療 1'i分娩υ)割 合 25%―-7211/0

> 施設あた り1日生数 病院 2H‐ 8()5 診療サリil:35‐ 512

2.分娩l反扱医療機 1周数の変化 :分娩施 ,没は急速に減少 し妊婦のアクセスが悪化 している

(ア)病院

(イ )イ「1木 liクリ1(l li

171)('(11)1):3イ 11)-112(;(2()()8年 ):38%力 :支

241)0(11)1):3イ 11)-1441(2()()8イ 11) 42%ル文(|‖ノ11数の減ノ1/Nは 8%)

イ∫床 l珍療所勤務医師の年齢構成

25‐ 21):3()・ :3435‐ :〕 ()40‐ 44/15‐ 41)50‐ 5455‐ 51)(,()‐ (;4(;5‐ (;1)70‐ 7475‐ (lt)

riィ千者

全体

() :も    :38   104  2()13 244   13()1  2:〕8   J40  108   141

2    11)  122  207  :30(;  1327  :〕 44  2(;4   158  121)  2:31

多)娩 1反扱 li多療 |]iに相当数の働きt権 りの年齢υ)院長 :分娩llx扱利米続グ)展望

分娩取扱 !診療所の新規開業数 :ゼ ロに illかったが徐々に111加 (|{会調査 )

2(200(,イ 11)一→13(2007イ 11)一→8(2()08イF)-14(2001)イ 11)

分娩取扱診療ナリ子は中り切的には地域分娩環境確保に役割を果たしうる。

産婦人科 1欠の変化 : 医師全体の数が増yJl!す る中で、産婦人科は絶対数がりlらかに減少

(ア )勤務産婦人科医数 H、 31)1(11)1)4年 )-1().311)(2(X)8年 )1)%減 (|ズ制i全体は 21〕%増 )
● ・llll院勤務医  6.612(11)1)4年 )-5.964(2(X)8年 )1()%減 (医師全体は 22%J曽 )
● li多療所勤務 |ウ1 4.77()(191)4句 1)→ 4.425(2()08年 ) 7%減 (医師

`ヽ

体は 2(%増 )

(イ )年齢層別産婦人科女性医師の割合 (2()()4年 |ズ師調査)

25‐ 2() :30‐ 34:35‐ 131)40‐ 4445‐ 41)50‐ 5455‐ 51)(,i社 )

(;〔;%  47% :3()% 220/0 12° /。  8% 7%

●

　

●



(ウ )産妬:人科女性医師の分娩取扱率 (学会 2(X)7年調査)

研修開始 15年後の分娩取扱施設勤務率 男性 80%女性 52%

(工 )産婦人科新規 1専門医 (医師 6年 同)が 5年後に「希望する」勤務形態

非常勤又はパー ト 男性 :2% 女性 :240/0 (学会 2()()〔)年アンケー ト調査)

4.勤務状態 :産婦人科病院勤務 |えの月間在院時‖l調査(2008年 )

(ア )当「|:体‖:」のソ

',院

 295+/‐ 611時間 (n=364:最 高 428日寺問)

(イ )大学り,i院    312+/‐ 74時 |‖](11=182:最 高 5()5時間)外 勤先勤務時間を含む

● 病院の勤務環境と増加した女性 |べ師の要望との間の不適合→分娩施設での継
続的就労lAl難→現場離脱者の増加  ワークフォース確保の日処 アヽたず

● 病院産九1人科は勤務環境確保のための集約化・大規模化が必要な状況
● 病院の地域分娩環境確保に果たす役割は不透りl

5.医療水4た と1死療紛争 :周産り切lκ療は llt界最高水 4ただが ()つ と{)医療訴訟が多い。

(ア )川産期 |べ療水4t  ll  (́ 英 ク、 独  伊 Sw()(loll
● り.司′なリリ|タピ亡'ネi 2.9 (;`8 8.5 11.1 5.6 5.1 4.3(28週 上ス降クピ,Iで「「算)
● 妊産九l死 亡

'ネ

i 3.6  18.4(;.7 5.3(,1 51 59

(イ )抄:師 1()()()人あたりの医療 :ワ :訟件数 (2(XX,イ 11)外科系と内ri系にりlらかな差

● 産妬l人科 1:37、 形成外 i・1105、 外f18.7、 幣形外千16.3、 泌尿器イ1:)9
●  |ソ 不ヽ|13.(;、  lliれ ,千 12.(,、 り支ム町千124、  /1ヽ りこイヽ12.2

6.新規専攻者の動向

(ア )外科系 :キ攻者の著減 :2(X)2‐ 2(X):3イ 11と 比較して臨床樹1修制度 |)‖始後、2(XX,‐ 2(X)7

年の外科系学会新規ギ「攻者は 25%減少.llil復傾 1向が認められていない。

(イ )産婦人科 :卒業年度号|IH産九1学会人会者数は、2(X)4年卒の 327夕12()07イ li卒の 4()2

夕1-と 漸l曽 (23%よ中|)171九 1人科はようやく底打ち感が出てきている。

7.周産期救急の状沙ι

(ア )NI(〕U不足-1サ体搬送受人困 iAill・事例の多発→ 「たいいll,|し」

● 影響 :「救急受人不能」の ll常化 本11の緊急症例に対応できない。広域搬 i基
● 背景 :NI(〕U病床数イ〔足 。後方病床の米整備・新Jl児科医イ(足・看護師不足

(イ )l・l体救命救急体制の米4整備

● 一般の救命救急システムとの連携の欠女||
● 背景 :縦割り行政、縦害Jり |ズ療体制

(ウ )産婦人科一次二次救急医療体制の米整備



8.助産師の動向

(ア )勤務助産師数 :病院 14100名 (年鵬140件 )、 診療所 4100名

● り
':1坑

の助産師が過乗」とはが1底考えられないので、診療所だけで約 8()()()人 の1カ

産師が不足している(.

(イ )助産師養成数 :午 li15](,()()‐ 18()():イ1.増加対策を実施中

9.ま とめ

(ア )ft科領域は現状では高い|三療水準が達成されているが、産婦人科 |りこの絶対数が減

少するととt♪ に、若年j軒 で女性 |ク1師の割合が増加、中途離脱者が増力||した結果、

持続困難な状態に陥つているぃ

(イ )属 :1人|は、高い紛争リスクに力||え、きわめて過酷なlJll」務条件のために女性医師の継

続的就労が1木1難であること。 (外科系は基本的に ,1質の|1尋題を抱えている)|、十に病

1眈

'I九
1人 flは安定にはほど遠い状′1/Lにル)る .

(ウ )分娩施設は減少を続けてしヽるが、病院と診療サ
'千

の分娩が
｀
lt々 という状 r7L、 民||ll産

科噂||:1施 設が半数以上の分娩を取り扱っている1人況は不変cこオl′はわが国の特殊
'Friであり、妊妨(分娩グ)|"り芝と||'1接 関係 している。

(こ
1■ )民 1綺施1役は '|「 業の継承の|IIl題がある.,地域分娩環境を、民|11産科施設を中心に確

保するためには安定的な新規参人が必要()

(プ )分娩1収扱への新規参人を促進するための経済的制度的安定化が必要

(力 )周産り明救を、は、 |り :り1(資源グ)絶対的イ(足 とシステヱ、米1盗何青のた〆)に機能不4ヽを起こ

しており、抜本的テコ入れ′が,∠、要.)

Iζ:現在実施中の産科川産り切医療 11∫建策

1 新規産婦人矛1コ与攻医の増加策  (一定の効果)
(ア )学会 :サマースクール (|ク

`学

ノ
li。 初期研修医対象

(イ )政府 。IJ 7f)体 :医学rに 。初j期寄F修医奨学金、後期研修医研修奨励金、初期用F修医・

産科小児科コース

2.現場の医師の待遇改 iキ  (効果はこれから)

(ア )政府・白治体・病 1院 :分娩 f‐当

(イ )ハイリスク分娩1守理加算等への1矢師勤務環境要件の付′チ

3.地域分娩環境の確保  (効果はこれから)

(ア )診療報醜l lrl′ (ミ「14伸 i

(イ )|(療紛争リスク軽減 :産科 |べ療補償制度への補助 1件 3万 11](年 1用 3(X)億円)
(ウ )地域川産期|{療体制整備

① 都i菫府県 :周 産り切医療体市1整備指針の改定
② 用産期 |サ子医療センターの整備お .よ び運′二1補上りJo NICU l憎・後方病床1浩備



(工)助産師増加策 :助産師養成施設への補助

4.お産をする人の負担軽減+分娩施設への経済的支援  (有効 )

(ア)出産育児一時金ナ憎額 30万 円→(2()0(;年 1()月 )35万円→(20()1)年 10月 )39万円

(イ )女1婦健診への補助金増額 年 |‖1900億円

C:出産育児一時金直接支払い制度の問題点                           .
1.制度のスキーム :

(ア )こ れまで :産婦は分娩選院時に分娩費用の企額を支払う。出産育児一時金は出産      
・

後、産婦からの中請に基づいて支給されていた。支給まで、産婦側が負押1してき

た。

(イ )今後 :分娩費ル1の内、||1産 育児一時金相当淑
`分

は、保険者
^から支給されるまでの

期‖||、 //JN娩施設が負オllすることになる。′准九1luのイtlltは 1雌減さオLる 。

(ウ )こ の制度変更では、IJおよび保険者には新たな

`t押

1は生じない。

2. 負lllσ )イ(クヽ`14性

(ア)産婦側は自らの分娩について一 ||キ的な負111を行つていたのに対し、この市1度では

分娩施設が恒常的に

'1■

lし続けることになる(,零細施設にはlllirえ 難い負担となる。

(イ )分娩施設にはこのイt担を被るllll山 がない。産 l々側の負|」 1は軽減されるが、分娩施

設側の負担軽減策は全くi社 じられていない。

(ウ )保険者が支給を I占める、|‖がそのための補助を行う等の措置が行われれば、負担

を分娩施設との1樹で分 11‐ lすることになる (二方―ILi損)が、そのような‖1置は全

く検討されていないc    .
(工 )分娩施 li文がこオtまで不)11に利益を得ていた

′
や)の ||り題があるのであオしば、ll解でき

ないこと1)ないが、その .kう な問題は発生していない。

(オ)分娩施設の急速な減少に、kり 、地域分1免環境のlilli保が大きな政策「,t題 となってい

る。分娩施設の11業継続および新規参人l憎が強く求められている|11で、この施策

は、分娩取扱への意欲低下をもたらす t)のである。

(力 )こ れはきわめて片手落ちの不公平な制度である。

3.最終的に誰が負担することになるか

(ア )こ の施策により、本年度、分娩施設全体で約 5()〔)億 11]の減l枚 (平均 2ヶ月遅延と

すれば、企分娩 108万 として約 750億ド]。 これまで 2()%程度は代llll受領制度で既      .
に遅延支払となっていたためその分を差し引いて約 50()億 円)と なる。これに未

1カ争にかかる税負担がさらに追加さオtる 。

(イ )こ の負担に耐えられない施設は有利 ■負債を抱え)△む。

(ウ )最終的には、分娩費用に転嫁されざるをえないので、お産をする人が余分に負担

することになる。

4.ど うすればいいか



(ア )こ の制度は不公正、不公平なので、制度設計をや り直す必要がある。

(イ )分娩施設が介在 して、事務手続き代行等を行 う合理的理由がない。

(ウ )//T婦がより早く一時企を受け取 り、出産4L備 に活用できる制度 とすべきである,・

(工)市 1度導入を一時凍結 して、一時金のさらなる増額とともに、より公 |`こで、現場に

負押lをかけない制度として施行されるべきである。

D:出産育児一時金の

“

|[接支払い制度導入後の状況

1.れiれ L医療機構の副1資状況 (2()10年 7月 2H現在 )
(ア)198施設に 48億 8700万  融資
(イ )18方極「交に 3イ意1)200万  21Lilお |11

(ウ )142施 |:貨から融資の具体的相談 :う ち(2月 26日 現在で)少なくとも 30施設は他機

関か「,融資を受けたて′ (全分娩施設の約 10%は現に融資を受けている)

2.茨城りitの分娩医療機 1月 42施設の状況

(ア )糸准ギ|′、の影イ
`「

なし 8

(イ )経営ヘグ)影響イ「り lr卜 金で対応 22

(ウ )経営へυ),I夕響イ∫リ イ|キ金で外i応  12(約 3()%)で借金が必要)
金額 : 5(X)0万円 1 4(XX)万 円 2 1〕 ()()0万 PJ 2

2()()()ノ J円  3 15()()ノ∫円 1 1()()0万 llJ l

5()()万 1ヨ  2 合計 2億 85(X)万 1弓
3全 分娩施設の 10‐ t30%が 、運 1ケ1資 金融資が′Z、要な状況に陥ったと考えられる

● 国産九l学会「産婦人科 |ク:療改山tグランドデザイン 2()1()」 の考え方
● グランドデザインにおける日標
>  2{)イ ト後、 1,0カ う)ク免に対応づ

~る
。

ル  J.い tで分晩場サリ「力{確 1果 きオtている。
> lij院 におい‐こ労働間i ll法令を連

′、1:し た |ク
`師

υ)勤務条件が確保されている。
レ  女11:レin,が そのライフ1,｀イクルに力Lミ じ/し勤務形態で胤11統的に就リタすることが「」能に
なっている、,

″ 17r婦 人「11'1及び助産師イ(足が発生していなし、
>  ||七 界J晨高水 rllグ )産 tl人不1医療提f共が安定的に確|キtされ (い る。

● 産婦人科医療改革グラン ドデザイン 201():11′ r
>  本グランドデ・/1ご インは、111な る1子 来υ)産九l人 fl医療体制υ)J予測ではなく、よりLllJま し
い産婦人科レこ療体制を実現するためグ)現時点における行動指針として検諄ヽ|された {,
グメごル)る。
> 産婦人科医師数 :年間最低 5()0名の新ljl産姑}人科専攻医を確保する。
●  IL会グ)理解と協ノ」を要識するとともに、行政 (卜1、 地方|'1治体)、 学会、レ:学部
産婦人rl、 イ〃「修指定1)`院が中心となつて新規専攻医増加lυ

'た
めの協力体制をllYl築

・〕
~る
。

● 産攻il ttrlレこの質σ)向 11のため、lr婦人1l lll門 レ1育成制1生の改革を構実に進めてい
く。

レ 1カ産劇i数 :JJJttl・lli養成数を年間 2000名 以上までltrl員する。
O EIJ産師養成システムの 1与検:ilを行う。
● 助17i師がすべての分娩施設で分娩1/2ケアにル,た ろ体制を整備するため、特に診療



所への助産師の配置に対して incent持 eを付与する。
> 勤務環境 :

0 分娩取扱病院 :勤務医数を年間分娩 500件あたり6-8名 とする。
● 月‖l在院時F]2,10時間未満を当由iの 日標とする。
● 勤務レ:t/2勤務条件緩和、処遇改善策を推i生する。
●  特に女111医師υ)胤な続的就労率げ)'憎力||を 1来|る。

● 産科診療所 :

● 複数医師勤務、助産間i雇用増等により、診療所医師の負11を軽減するとと
1)|こ 診療の質の確保と向 れを隊|る。

● 勤務環境の改善と診療σ
'質

の向 Lのために、診療

"↓

模の拡大を意向してい

く

″ 地域周産期医療体制 :

0 地llllcの周産期医療体制整備を推進し安全性を確保する.
● 分娩管理の効率化と多様性を確保するため分娩数全体の 2分の 1から3分の 2
を産科診療所または産科専門施設

*で
担当する。

● 地域分娩環境を確保するため、産科診療所¢)新規開業、継承、 1「業拡大、11業
継統への積極的 incOntivo付 与を行 う。

0
の導入を検 :i・lする。
●  ′竹ff専ドリ方t設″:ttリ スク 千々場(う)娩ヤ}ダ盤を`lr心 と夕る医療施設.ク Frr花 1グ )多
様′tニーズに効率的に対応する。複数の医削iが勤務し、緊急帝 Tttllllが 実

方L Ifl七 であることが望ましい。
●  lrtittυ ),診療 ,りiの III生υ)割 r)|■者|'道 ,イT鴫 tによt`,て ll轟 力`あり2(,(%)か ら 7t3(/)(`ヽ

ll・では 18%)と な4'ている (2{X)8イ 11人 口動態調査)。
●  ナ也力支ごとに、そ /1地力支r79′メき情に1劇 Jし′たレ:療施設υ)西d世等を検討し、現実詢勺でかつ
安全な分娩llt扱が可能な地llt周産!切 |り:療体祐1を構築するぃ

0 ‖tr,れたレt療資満1を最大‖tに 7`1り ||す るため、1笏機能及び 〔々産婦・患者のィくラン
スプ)と れた,t約 fヒ セ分散に Lり 、安全、安′とヽ、効率化1/911」‖ヤたJサとを ||1旨 していく。

● 麻酔fl、 新生児fl、 救急1判係iれ i今療部|‖〕を擁する周産期センターを中心とした周
産期レ:療 レステノ、を各地lllkに整備する。

●  方L設 |ブ,i菫 |`ちを強化・
'‐

る。

● 地域における一次施設から二次施設■でJ)施設間違 |りちを強化し、Pl産 1切 |ケニ療にお
ける安 lJllの向 11を図る

0 診療カイ ドラインυ
'作
成やそυ)|十及等により周産り切|り1療υ,標準化を打た進し、川産

り切レ1療 1/1質の向 11に寄′,する.

″ 上記施策を 5イ lil制継続し、成果を確 i慾 した上で、計‖lυ )||「評lllliを行う。

I]:今後の方向性

1.安心して地域で出産できる環境の整備が喫緊の課題であるところから、地域分娩環境の

確保のための諸施策と妊産九iへの経済的支援の強化を迅速に推進すること。

2.民 |‖1産科専「1施設はわが国の地域分娩環境確保の根幹をなす ()のであるので、経営環境
の安定化に特段の配慮を行うこと。制度変更を検ふ|する際には、零細施設が対応 |∫能な      ・

1)の となるよう特に留意すること。

3.地域分娩環境を確保するために、分娩取扱診療所、助産所の経営環境を 1ヽ急に改善する

こと。

4.出産育りこ一時金については被保険者の主体性を尊重し、被保険者が受領方法及び受領先

を決定することとし、1手前申請→出産後
'1期
支給の佑1度を確立するとと()に大幅増額を

実現すること。



平成 22年 3月 31日
厚生労働大 [|:

長 妻  昭 殿

相1団法人 日本産科婦人科学会

理事振: ず「本1‐  泰りIt

社団法人 日本産婦人科 |だ会

会 長 寺尾 俊彦

出産台児一時金の医療機 1月への直接支払い制1■終了後の抜本的改革に関する要望 J「

出産育児一時金のレモリな機 1月への直接支払い制 1■は、緊急少子化対策の一環 として平成 21

イ|■ 0月 から平成 23年 3り 1ま での時限措置として導人 されましたが、分娩施設への支オブ、い

iせ延をはじめとする||ll題 が

`さ

生 しています。それを受けて厚生労働省は平成 22年 3月 12

日に 「制度のlfヽ ini的な実施は14成 23年 3り ]ま で行わないこと」「出産育児一時金 |1可度につ

いて議論する場をli紫け、 1〆 [接支″、制度のりι状 。「泉題や、平成 23年度以降の |卜1度の在 り方に

ついて本

`ミ

「、|すること」を |り |らかにしていよす。

このような |りt況に鑑み、私ど1,わが 1可の産婦人千1・医療の、りllり団体であります 日本産科婦

人科学会なら,びに |1本産婦人科 |'1会 として、本 |卜J度のあり方について検 i:、1を 行った結果、

以 |ヽ

｀
の `に うな要マ4'1「 rrlを tと めました。何卒ご検 liヽ 1の IIどお願い中し llげ 長す。

l要」子ケ|「Jll:                    ・

1.「 ||1産育り1-時金の |ク1療機 1周へのlr[接 支夕、い 1押 |り芝」はス14成 23ゴ li 3月 を 1)っ て終了し、
こオII、1代オ,ろ力:たな|卜1度 を創設¬|~る こと。

2 平成 2:イ 114り」以降の新たな制度υ)検 li寸は、日1産に|lt接要する費用やは1産 lil後 の健診費
用等の ||1産に要すべき費,11の経済的

`t押

1の 11准減を |ズ |る ために支給されるという|IJ産育

児一時金の本

'(の

,睡旨に沿つてイ∫うこと。特に下記の点が 初はさメしること

(1)出 産育児一時金の請求と支給は、保険者・被保険者 |‖ lでの先結を原則とすること。
(2)出 産育児一時金はお産をした人が事前中請を行えば、JI産 Ji実の通知1の |「[後に受領
できる|:J度 と ドヽること。

(3)振 込指定制度を7岳ノ||す ることなどに より、被保険者が希望する場合は、出産育児一
||キ金の全部あるいは一部を分娩施設等への支払に充てることができることとするこ

レ

(4):|「由行中I:liお よび 1出産 1丁実の通知1に係る手続きは 1可能な限 り簡略化すること。

(5)無 保険考等受給資格のない人への市1度上の |1配 りがなされること。
3.子育て支援のため、 1`4成 23年度以降、出産育児一時金支給額をさらによ|1額すること。
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=2壷
玉 __百Π 垂≡亜百社会保障審議会医療保険部会

接‐1儀 l農ス:轟 纂動I饉昴瞼

誓:滲雛F:意 :子=

助産所とは

・ 医療法で規定される機関であり、妊婦・産婦口じょく婦10人以上の入
所施設を有してはならない
0 助産師が管理責任者
・ 緊急時の手当ては法的に認められている
*保健師助産師看護師法 第38条

°  ・ 嘱託医と嘱託医療機関を定めなければならない

全国の助産所数 788か所
*衛生行政報告例 平成20年末助産所開設者数

分娩を取り扱う助産所数 425か所
*日本助産師会員で分娩を取り扱う助産所の数(平成22年 2月 25日現在)

自宅出産と助産所出産の割合は1。1%(12,496件 )(平成20年 )

出産育児一時金等の医療機関等への直接支払い制度

助産所における実態と問題点



助産所の存在意義
・きめこまやかな日常生活のケアによって、お産を
幸せなものに導き、親になることを支援する役割
を担つている。
・ケアの質に関して評価が高く、満足度は高い。

・子ども・子育て応援プランにおける「いいお産の
普及」や「虐待防止対策」等、助産所の果たす役
割は大きい。

・助産所の効果的な機能を病院にも取り入れた
「院内助産所」の開設など、本来、助産師が果た
すべき役割が注目されている。

「いいお産口幸せなお産」が作る

良い循環

わたしは
できた、
がんばれた
という自信

子どもが
か才つい しヽ

子どもの
力を信じ

自尊感情を高 られる
め る

親子関係の基礎

家族・周囲の理解・

協力
子育て支援
親子関係

‐

妊娠中の

本人の取
組

いいお産
‐

幸せなお産

本人の「取り組もうt‐がんばろう」と思う力=「自律」

動饉鰤辟サポート



出産育児一時金等直接支払制度に関する

緊急調査結果
平成22年 2月 25日実施 :+1度開始後5か月

対象 :日本助産師会員で分娩を取り扱う助産所
425か F~F

回収率 :58.6%(249か所 )
1)施設の規模

年間分娩数が60件未満の施設 73%
60件以上の施設 16%
→ 助産所は小規模事業体である。

2)直接支払い制度の利用率
84.4%(登録しているが未利用も含む)

出産育児一時金等直接支払制度に関する

緊急調査結果
平成22年 2月 25日実施 :帝1度開始後5か月

3)良かつた点
妊婦側

立て替え払いをしなくてよいので楽
・   保険証と合意書だけで使用できるので楽
助産所側

確実に入金される

未払いがなくなった

産婦の負担感が少ないためコストの説明がしやすい

請求しやすい



出産育児一時金等直接支払制度に関する

緊急調査結果
平成22年 2月 25日実施 :常1度開始後5か月

4)困つた点
・事務手続きが煩雑であり負担が増す  53.8%
→事務員を雇用し経費が増えた

→3つの制度の事務作業が重なり煩雑
*直接支払制度、妊婦健診公費負担の補助券等、
産科医療補償制度

・現金収入が2カ月なく困る 42.2%
→スタッフの報酬が支払えない  14.5%
→常勤をパートにした

日未収入金が課税対象となる 23.7%

*嘱託医がこの制度により影響を受けている 16.5%

出産育児一時金等直接支払制度に関する

緊急調査結果
平成22年 2月 25日実施 :告1度開始後5か月

5)融資について
運転資金に困り融資を受けた 7.6%

(内訳)親族 42%
銀行  10%
福祉医療機構申請中 1件 ほか

貸付を受ける困難さ:手続きが大変 (連帯保証人)10%
貸付利率の問題 :

なぜ制度が変わり借金をしなければならないのか ?
そのための利率をなぜ助産師が負担しなければなら
ないのか ?



まとめ

妊産婦にとつて負担のない方法をとることは
賛成。

助産所においては、分娩件数が多く、助産師
スタッフを多く雇う助産所の方が経営的打撃
が大きかつた。

制度見直しにあたつては、分娩取り扱い施設
の経営への配慮が必要と考える。

具体的には、①早期に入金されること、②事
務手続きが簡素化されることを望む。



平成 22年 委員提出資料≡ヨ

社会保障審議会医療保険部会 (出産育児一時金問題)の
審議進行に関する上申書

社会保障審議会医療保険部会 御中
平成 22年 7月 14日

井上 清成 (弁護士 )

出産育児一時金の問題の審議に関しては、次のとおりに進行されたく、ここに上申

いたします。

1.出 産育児一時金問題の審議に関しては、専門委員の中から選出された座長を特
に選任し、審議を進めるのが相当と思料する。

(専門委員の海野信也氏が適切であると思料するので、同氏を座長に推薦する。)

2. 出産育児一時金問題の審議の度に、専門委員が担当して、その回ごと議事整理
を行い、中間および最終の取りまとめを行うのが相当と思料する。

3. 出産育児一時金問題の審議の冒頭において、私 (井上清成)が約45分間を目
安に、出産育児一時金直接支払制度の問題′はとそれに代わる新しい制度の提案の

概説を行 うのが相当と思料する。

4. 当初より予定されていた 8月 5日 (本)14:00～ 16:00を 出産育児一

時金問題の審議の第 2回 日として維持するのが相当と思料する。

以 上
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妊産婦のための出産育児一時金制度の提案

一直接支払制度に代わる新たな即時現金給付制度―

平成 22年 7月 14日

井上 清成 (井上法律事務所 弁護士)

1 健康保険法上の出産育児一時金
第 101条  「被保険者が出産したときは、出産育児一時金として、政令で定める   

・

金額を支給する。」

第52条   「被保険者に係るこの法律による保険給付は、次のとおりとする。
④出産育児一時金の支給」

第61条   「保険給付を受ける権利は、譲り渡し、担保に供し、又は差し押さえ
ることができない。」

2 出産育児一時金の立法趣旨
(1)現金支給一第 101条の「金額を支給」より

(2)使途自由一出産と育児のための一時金という名称より

(3)直接支給一第61条の譲渡禁止より

(4)即時支給一第 101条の「被保険者が出産した時は」より

3 即時現金給付制度の法技術
(1)事前申請一妊娠 4ヶ月以上ならば生産・死産を問わず支給されるので、出産時

というのは停止条件でなく実質は不確定期限であり、事前申請も可

(2)振込指定一代理受領と同じく非典型担保であるが、代理受領とは異なつて代理

人名義申請ではなく本人名義申請

(3)自 由選択一出産育児一時金の振込先指定についても振込額の割振指定について

も妊産婦の自由選択

(一般に、財力あるが時間がない妊産婦は直接支払制度が便宜だが、

財力ない妊産婦には現金支給が便宜であり、妊産婦の事情は  _
様 )々

(4)出産事実通知一分娩機関から保険者へは、出産育児一時金と関連性がないので

専用請求書は不要であり、出産した事実を通知することをもつ

て足りる。なお、出生証明書は戸籍法上で必要とされるもので、

やはり関連性がないので不要

以 上
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出産育児一時金直接支払制度の緊急少子化対策としての問題点

平成 22年 7月 14日
井上 清成 (井上法律事務所 弁護士)

1 出産育児一時金に関連する緊急少子化対策は ?
(1)緊急少子化対策の出産育児一時金関連の選択肢
①支給金額面―増額か減額か

②支給対象者面―妊産婦か分娩機関か

③支給時期面―出産即時か lヶ 月後か2ヶ月後か

④支給内容面―現金か現物か

⑤支給手続面―申請書のみか専用請求書もか

(2)直接支払制度の功罪 〔直接支払制度以前との比較〕
①支給金額面一増額 (○ )

②支給対象者面―妊産婦から分娩機関へ (× )

③支給時期面-lヶ 月後から2ヶ月後へ (× )
④支給内容面一現金のまま (○ )

なお、健康保険法上、正常分娩を「療養の給付」 (疾病または障

害)と して現物給付化することは不可能。

⑤支給手続面―申請書のみから申請書プラス専用請求書へ (× )

(3)即時現金給付制度の提案 〔直接支払制度以前との比較〕
①支給金額面―増額

②支給対象者面―妊産婦のまま

③支給時期面-lヶ 月後から出産即時ヘ

④支給内容面―現金のまま

⑤支給手続面一申請書のみのまま

2 個別的な論点
(1)「直接支払制度は手持ち資金なしでお産ができる」という論理は?

もともと出産育児一時金の支給は出産後約 lヶ 月であつたが、これを前提とし

て、「手持ち資金なしで」と述べたに過ぎない。出産後約 lヶ月の支給を出産即時

に前任1し さえすれば「手持ち資金なしで」が実現できる。出産後の申請しか認め

なかった故のことであつたので、出産前の申請さえ認めれば出産即時の支給が、

容易に実現できる。

(2)直接支払制度導入時に廃止された「代理受取制度」は?
「代理受取制度」 (代理受領とは異なる。)と は、妊産婦が自ら保険者に事前申



+

請をして、分娩機関に出産育児一時金を妊産婦に代わつて受け取ることを認める

制度である。法的には、代理受領 (直接支払制度)ではなく、振込指定 (即時現

金給付制度)の技術を利用 していた。ちなみに、代理受領と振込指定とは、法的

に非典型担保に分類 されることは共通であり、違いは唯一、出産育児一時金の申

請名義人が代理人 (分娩機関)であるか本人 (妊産婦)であるかというに過ぎな

い 。

かつては、すべての保険者が採用しておらず区々であつたこと、及び、厚労省

が余 り広報に熱心でなかったことから、さほど利用されなかったものの、合理的

な制度であったと評 しえよう。

(3)専用請求書の趣旨は ?

直接支払制度で採用されている専用請求書は、そもそも出産育児一時金支給と

も緊急少子化対策とも、何 らの関連性もないので、不合理である。それに、分娩

機関の事務負担も大きい。

(4)未収医療費対策としては ?

未収医療費対策と緊急少子化対策や出産育児一時金とは、何 らの法的関連性も

ない。未収医療費対策を充分に実施 していない病院 (未収医療費の約 97%は 病

院であるらしい。)が、仮 りに出産育児一時金に便乗 して直接支払制度を推奨する

としたならば、その論理には合理的関連性がない。

(5)「安心してお産を」するための金銭面以外の条件は ?

身近に、診療所・助産所 といつた正常分娩を主に扱 う分娩機関が存在すること

が必要である。現に、分娩件数の約半数は診療所
。助産所が担当している。とこ

ろが、直接支払制度によつて 2ヶ 月の入金遅延が生じたために、正常分娩に特化

している診療所と助産所は、平成 21年 10月 1日 以降は全収入が 2ヶ月入金遅

延 となつてしまった。正常分娩での産科以外の収入のある病院に比して、診療所
。

助産所などの経済的打撃が甚大となった。もしも直接支払制度が トリガーになっ

て診療所・助産所が閉鎖でもしたとすると、それは緊急少子化対策に逆行する事

態である。

以 上



出産育児一時金の現金給付制度の法技術

申請者 申請先 申請時期 受取者 受取時期 必要事務書類 法技術

出産育児一時

金支給制度

妊産婦 保険者 事後 妊産婦 出産後

約 lヶ 月

出産証明 振込指定

事前 申請に よ

る代理受取制

度

妊産婦 保険者 事前 分娩機関 出産時 妊娠証明。出産

証明

振込指定

(非典型担保 )

出産育児一時

金直接支払制

度

分娩機関 保険者団体 事後 分娩機関 出産後

約 2ヶ月

出産証明。専用

請求書

代理受領

(非典型担保 )

学会・医会統一

の共同要望書

妊産婦

(又は分娩機

関)

保険者団体

(又は保険者 )

事前 妊産婦 の選択

制 (妊産婦又は

分娩機関)

出産時 妊娠証明・出産

通知

振込指定

(非典型担保 )

/

町



。　　　　　（〔〔‘」（一̈）

|:「出産育児二時金直接支払制度に代わる新たな制度」の要望書
‐ ‐■出産育児一時金42万円を出産直後にもちらて自由に使えるように一
‐■                       平成 22年 4月 30日

長妻昭厚生労働大臣   殿     |
小沢■郎民主党幹事長‐ 殿

関係'自体:   :   : 各位

妊産婦344イ
‐            弁護士

出産育児‐時全等直接支払制度は、制度i

子化対策としての成果が挙がつていない。そこでt出産育児一時金42万円を出産直

後にもらえるように、今までの事後申請制度のみでなく、事前申請制度を導入しても

らいたい。また、出産育児一時金42万円の使い途を妊産婦が自由に選択できるよう

に、代理受領制度ではなく、振込指定制度に改めてもらいたい。このようにして、本

当の意味での・「手ぶらでお産」を実現し、妊産婦が出産育児
‐時金42万円を出産直

後にもちつてすぐに自由に使えるようにしてもらいたい。

1 名称 :              ‐  ■|            ● :

講学上の名称‐は、「出産育児一時金等事前申請自由選択型振込指定支給制度」
iと
:言

つ。

1但し、・法令上の名称または通称は、
「出産育児二時金の事前‐申請・貝F時給付制度」

などめもう,と短くわかりやすい名称がよい。       l  j l   ■

21事前申請自由選択型振込指定の申請書書式

従来の事前申請に基づく代理受取制庫の書式をアレンジすることが便宜である。

違いは2点あり、1点日は F妊娠証明」の欄を設けたことで、2点目は受取代理人

を「振込指定先Jと呼び名を変えたことであるし i :   :   :  : , '

3 申請書の提出者と提出先と提出に伴う手続き
(1)提出者
申請書の提出者は、あくまでも妊産婦 (被保険者)であり、分娩機関ではない。

但し、分娩機関が使者 (代行)〔代理人ではない:〕 として、事実上提出する:こ と

は認めてもよい。     1
(ヽ2)提出先:

提出先は、被保険者の資格確認のために必要なので、個々の保険者とすべきで

あるし提出先である保険者‐は、提出を受けたら全件、国保連に事務連絡をするこ

ととし、また、提出者たる妊産婦に対し受付印を押捺した申請書控えを交付する
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こととする。

(3)提出に伴 う手続き
妊産婦は、受付印を押捺 した申請書控えを受け取つたら、それを予定分娩機関

に提出することとし、そして、分娩機関は提出された申請書控えをもとに国保連

に対 し分娩機関となる予定である旨の予めの連絡をしておく (これによつて、国

保連が出産事実の通知に即時対応できる準備をできるようにする)。

4 -旦 提出した申請書内容の変更
(1)変更の自由
申請書の誤記訂正も含めた変更は自由であり、これを制約 してはならない。

(2)変更の手続き
申請書内容の変更の手続きは、妊産婦 (被保険者)がその旨を分娩機関に通知

すると共に、妊産婦 (被保険者)〔もしくはその使者 。代行者としての分娩機関〕

が個々の保険者と国保連に通知することとする。

5 出産と出産育児一時金支給
(1)出産に際して

出産したら、分娩機関は国保連に対 し出産事実の通知書 (モデル文例を参照。

但 し、書式や通知方法を問わない。)を提出する。なお、出生証明書の作成提出や

戸籍上の記載は、あくまでも戸籍法上の手続きであり、出産育児一時金とは関連

させない。

(2)国保連よりの支給
出産育児一時金の支給窓口は、国保連に統一する。異常分娩・帝王切開であろ

うとなかろうと、支払基金は出産育児一時金とは関連させない。

(3)国保連よりの即時支払い

国保連は、分娩機関より出産事実の通知があれば、通知の翌日または翌々日に

は指定口座 (妊産婦もしくは世帯主または分娩機関名義に限定。これら以外の場

合は、国保連は払わず、個々の保険者が支給事務を取 り扱 う。)に即時支払いをす

る。

6 その他
(1)過誤調整
本来の妊産婦 (被保険者)への出産育児一時金支給と同じく、支給過誤の返還

は保険者と被保険者の間で完結する。

(2)非典型担保
振込指定は振込完了前はいつでも変更可能とするが、変更のためには手続き上、

妊産婦 (被保険者)か ら分娩機関と国保連と保険者への変更通知を必要とする。

これにより、代理受領と同じく、非典型担保としての機能を営む。
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(3)未収金対策
退院前の振込みを可能 とすることにより、事実上、病院の未収金対策となる。

非典型担保として、振込指定の変更に手続き的制約があるので、これも未収金対

策の機能を営む。

(4)事後申請の場合
事前申請 。出産後即時払いは、出産 2ヶ 月前の申請をリミットとする。 2ヶ 月

前から事後にわたる申請も当然に可能であるが、支給まで申請後 1～ 2ヶ 月を要

することとなる。事後申請でも分娩機関への振込指定は可能とする。

(5)統一書式
申請書式 (事前申請用と事後申請用)はいずれも統一書式とし、分娩機関にお

いても用意 しておくことにより、事前申請を告知して勧める。

(6)母子手帳シールの廃止

直接支払制度のような母子手帳シールは不要となるので、廃止する。各分娩機

関によつて告知・説明・手続き補助をする。

(7)支給遅延の場合
2ヶ 月以上前の事前申請にもかかわらず出産通知後 2日 以内に支払いがない

時には、年 5%の割合による遅延損害金が発生する。

(8)出産育児一時金等の受給資格
「妊娠 4ヶ 月以上」とすると法改正の有無が議論となりうるので、早期実施の

ために、従来通り、「出産時」の資格とする。但 し、実際上、妊娠 4ヶ 月以上時点

となる (健康保険法第 106条 「1年以上被保険者であつた者が被保険者の資格

を喪失 した日後 6月 以内に出産 したときは、被保険者として受けることができる

はずであつた出産育児一時金の支給を最後の保険者から受けることができる」)。

(9)産科医療補償制度との関係

産科医療補償制度とは全く切 り離 し、制度的関連は持たせない。

(10)現物給付化との関連
出産育児一時金はあくまでも現金給付であり、分娩費用の現物給付化との関連

は一切ない。

(11)専用請求書の廃止
専用請求書のシステムは、分娩機関にとつて事務負担が大きいので、す

べて廃

止する。

(12)国保連に支給窓口を一本化
直接支払制度での支給窓ロー本化はそのまま維持するも、支払基金は窓口から

一切外す。
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出産育児一時金支給申請書被 保 険 者

家    族6 3 A 健康保険
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記

人

に

つ
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て
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面
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Ｘ
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い
。
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書
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す
。
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す
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め    権保静 )記
'1ヽ
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通1番 グイン,17
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承

―

）

⑫  技保綺者
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③
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Ｉ
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の

名  称

所在地

○ 被保険者
(中 |力者)
の住所
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号
郵
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( フリガナ )

itF舌 )【受取人情報 /【挨傑l 者情報】
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!::生児の氏名

(フ リガナ)
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健康保険

出 代 行 者
:③

出産育児一時金支給申請書 (事前申請用 )
被 保 険 者

家   族

◎

「
※
」
印
欄
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

◎
添
付
書
類
に
つ
い
て
は
裏
面
に
掲
載
し
て
あ
り
ま
す
。

必
ず
ご
覧
く
だ
さ
い
。

被
　
保

８
〓
Э 1:明治

3:大エ
5:昭和
7:平成

月 日

⑨ 被保険者

(申請者)
の氏名と印

(フ リガナ) 事

業

所

の

υ
名 称

③ o x*w
険

者

が

記

入

す

る

と

こ

ろ

⑪ 被保険者

(申請者)
の 住 所

⑩郵便番号
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電 話

さ

た
る

の

し
あ

者
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‐ま、

伏
め
き
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と
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月

入院する

医療機関
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梓

者
続険胸

保
生
被
出
∋

所在地

⑬ 法第 3条弟 2損微場
険者 と して支給 を

受けた場合はその奪

(調 整 減 額 )

円 蔵考

…

後t家族の被扶養者となったときは、

その被保険者証の

) 被扶養者が被保険者であつた場合は、
その当時の被保険者証の

保険者名・記号及び番号

甲
の
支
払
金
融
機
関

⑩支払区分

込

金

金

払

送

送

行

鯛

地

振

銀

郵

当

通
座
知

段

普

当
通

別

１
２
３

４

一Э
精
難
崎
一栃
妍
精
姑

節
鎮
部
一腱
餞
餞
満

∋ 口座番号 ::: 口座名義

銀行送金の場合 店: 郵便局送金の場合 郵便局
銀 行

甲 (       )は 、医療機関等である乙 (       )を 代理人と定め、次の権限を委任します。

取 1 甲が申請する出産育児一時金のうち、乙が甲に対して出産に関し請求する費用
の額 (上限35万円※)の受領に

関すること。 ※~児につき上限 35万円
代

醤 1    甲 (被保険者)の住所   

平成   年   月   日

氏名             0
人

乙 (代理人)の  住所
の1        氏名             ③

電話       (      )

相難嚇

行

庫

組

銀

金

信通
座
知
段

普
当
通

別

１
２
３
４

1:振   込
2:銀 行 送 金
3:郵便局送金
4:当 地 払

の
支

払

金

融

機

所
店
店

支
本
支

駆饉鵬協

郵便局送金 の場行送金 の場

「
       ■
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健康保険 出産育児一時金支給申請書 (事前申請用)被 保 険 者

家   族

◎

「
※
」
印
相
は
記
入
し
な
い
て
く
だ
さ
い
。

◎
添
付
書
類
に
つ
い
て
は
裏
面
に
掲
載
し
て
あ
り
ま
す
。
必
ず
ご
覧
く
だ
さ
い
。

りV/

根

ヽ
種
ｔ

FLl

提 出 代 行 者
③

く

だ

さ

い

被
　
保

２

．‥

‥

Э
…
…

1:,"
3=大 J
5=● |
7=字|

月

⑨ 被保険者

(申請者)
の氏名と印・

(フ リガす)
幸

楽

「

の

′
名 称

0 D *uw
険

者

が

記

入

す

る

と

こ

ろ

⑪ 被保険者

(申請者)
の 住 所

⑩郵便番号
(フ リガサ

電話

た
る

の
しあ者
輩諏̈つ̈は、
扶めき

被
た
ル

,

氏名 生年月日 霧 年 月 日生

躙 Ｌ
胎
試
準
嘲

調叩6.ni」 Ц

マ

入院する

医療機関

名 蒻 と

押

者
続

障
¨

被
出
∋

離 週

⑬ 法第 3条第 2吸薇條
険者 として支給を

受けた嬌合はその密
f調 整 減 額 )

「

願 萄

被扶養者となったときは、

その被保険者証の     _
) 被扶養者が被保険者であつた場合は、
その当時の技保険者証の  ___

保険者名・ 記号及び番号

粘難晰
鰤
餌
燎

ュ:振   込
2:銀 行 送 金
3:郵便局送金

の
支
払
金
融
機

妬
相
難

餞越諄

II申 議 雌 』Ll馴
雪
猛 1し神 錮 :』魯∫季彎

'11311こ

聯
群 滋 に

と

畠享:Li「
~豪
II三肇農異却

平成   年

甲 (被保険者)の住所

氏名

乙 (薇理人)の 住所

蔀融威鍛クロ 氏名
電話       (

0

③

こ

の
支

払

金
融

機

関

④支払区分

長

2:銀 行 き 金
3:郵便局送金

4:当 地 払

込1 塑
ヨ
「
ｌ
ｄ
引
Ｊ
「
―
瓢

通
座

知

段

普
当

通

別

１
２
３

４

Э 相
類
隋
一輌
斯
稲
駕

節鯨印一腱は鵬議

送

信

〕 口座番号
口座名義

銀行 送 金 の場 合
郵便局

銀行 店 :郵 便 局送金 の場毛

日月年

「
  受付口付印  ■.
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健康保険 出産育児一時金支給申請書 (事前申請用)被 保険 者

家   族

０

「
※
」
印
機
は
記
入
し
な

い
で
く
だ
さ
い
。

０
添
付
書
類
に
つ
い
て
は
裏
面
に
掲
載
し
て
あ
り
ま
す
。

必
ず
ご
覧
く
だ
さ
い
。

転
じ
籠
兒

旭

被

保

険

者

が

記

入

す

る

と

こ

ろ

*&;f,r.'J'E+'*+ 送

　
信盟

．‥

‥

ゆ
．‥
‥

::●●
■=大=|=●●
7=旱崚

:■

t

⑨ 被保僚者

(申請者)

の氏名と印

(ア メガナ)
事

業

所

の

フ
名  称

0 D所在地

⑪ 技保険者

(申請者)
の 住 所

03便番号

鑑 話

生年月 日 軍黎   年  月   日生要秩費 者 が出産 した

た め の 申 精 で あ る

ル き は 、 そ の 者 の

,
氏名

一
費

く

日

マ嘲 首

彎

亀
胎
叙
準
聴

入院する

医療機関

名 義 と

”

者
擁険卿

保
生
技

出

Ｄ

し
離 埋

0護llγぞ[理
受けた彗合はその■

(■ 菫 ■_菫 ) った場合は、

その当時の技保険ftO  __¬5~頂雨順藤百
「

~家
族の技扶養者となつたとき:工、

その技保険者離の

保険者名 ‐記号及び番号

節
鮮
解

通
塵
知
段

善
当
通
別

１
２
３
４

1 =lr    iさ

,:饉 行 送 金

3:椰 便■ 議会
の
支
払
金
融
機

甲 (技保険者)の住所

氏名

乙 C― )の 住所

蔀融壷雲ジヨ  氏名

。 9キ聯渤
―サた颯朽くヒ・

③

i][]:::「:::::]][:::[ii::i:::::[i:ili[〔 lli::i[:稔
L

_     .      、、
～
ィ ル :L‐ _ヤ r"´

平成  年  月  日   甘ミ孝、ほ ill嘔 [採焼嘘負Or韓

雑如耐
節
”
鳳

通
塵

知

段

善
当

通

別

■
２
３

４

2:螢 行 善 全

●:“侵■基金

4:当 地 払

乙

の
支

払

金
融

機

関
便 局 送金 の場

行 送 金 の 嬌

F 熱 ｀` い  ‐‐‐、
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出産事実の通知書

平成  年  月  日

東京都国民健康保険団体連合会 御中

医療施設の名称・所在地

医師・助産師名

平成  年  月  日受付に係る別紙の 「健康保険出産育児一時金支給申請書

(事前申請用)」 記載の妊娠証明に関し、次のとおりに出産事実を通知いたします。

出産 した年月日   平成  年  月  日
生産又は死産の別  生産・死産
生産児の数     単胎・多胎 (  児 )
死産児の数         人 (妊娠  ヵ月・週 )

備考

添付書類

1 健康保険 (被保険者・家族)出産育児一時金支給申請書 (事前申請用)〔受付 日

付印 付き〕写し         1通

③



け

「出産育児一時金等の医療機関等への直接支払制度」終了後の

新制度に関す る要望書

平成 22年 5月 26日

厚生労働大臣

長 妻  昭 様
一般社団法人東京都助産師会

会長  l li村 節子

一般社団法人東京都助産師会 (以下「当会」といいます。)は ,日1産育児一時金等の医療機関等ヘ

の直接支払誌1度 (以下「当該制度」といいます。)について,①出産費用に係る支給の遅オlにより未

収入金が発生して助産所等の経営を圧迫するおそオlがあること,②事務手続きが複雑で負担になるこ

と,③地域の出産施設(嘱託医及び嘱託病院等を含む)が経営困難となり減少する恐れがあることなど

の理由により,これを廃上して新たな市1度を創設することを望んでおります。当会は,各地域に密着

した自然分娩によるお産や子育て支援を目指しておりますが,当該制度により助産所の経営が圧迫さ

れると,こ のようなお産や子育て支援の目的を果たせなくなります。当該制度は,緊急少子化対策の

一環として,平成 21年 10月 から平成23年 3月 までの暫定措置として導入されておりますが,上

記のような問題を含んでいるところ,これらの問題点を解消した新たな制度の創設等について,以下

のとおり要望致します。

要望事項

1 当該制度は平成23年 3月 をもって終了し,これに代わる新たな制度を倉1設すること。

2 上記 1の新制度は,出産に要する費用や出産前後の健診費用等の出産に要すべき費用

の経済的負担の軽減を図る為に支給されるという出産育児一時金の本来の趣旨に沿って

行い,特に以下の点が考慮されること。

(1)出産育児一時金の請求と支給は,保険者・被保険者間での完結を原則とすること。

(2)出産育児一時金は,お産をした人が事前中請をすれば,出産事実の通知直後に受領

できること。

(3)振 り込み指定制度を活用するなどにより,被保険者が希●J_する場合は,出産育児一

時金の全部又は一部を分娩施設等への支払に充てることができること。

(4)事前中請及び出産事実の通知に係る手続きは可能な限り簡便にすること。

(5)無保険者等受給資格のない人への配慮がなされること。

3 子育て支援の為)平成 23年度以降,出産育児一時金支給額の増額の他,産後育児一

時金を支給することc

4 新制度検討に当たり,当会代表者をメンバーに加えること。

5 出産は疾病ではないことから,助産師が取 り扱う正常範囲の分娩に対 して今後も分娩

料,妊・産・褥婦・新生児のケア料等は保険適用としないこと。

以上
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平成 22年 3月 31日

骸 殊

日本産科婦人科学会
0日本産婦人科医会共同要望書に対する支持声明書

私は平成22年 10月 7日に出産予定日の妊婦t
私は、本日付けで長妻厚生労働大臣に提出された社団法人日本瑳料婦人科学会

0社団法人

日本産婦人科医会共同での「『出産育児一時金等の医療機関等
への直接支払制劇 終了後の抜

本的改革に関する要望書]に対し、全面的な支持を表明致しま丸

当面は、出産育児一

―

制度に代わる新たな制度の創設合の動きを見守り、両会

統一の要望書に沿つた制度創設を期待しております。出産前に一時金が妊婦
に払われれば安

心して出産に望むことが出来ま丸

来年からではなく、出来るだけ早期に制度の中止を希望致
しま九

以 上
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平成 22年 3月 31日 に厚労省大臣に提出された「出産育児一時金等の医療機関等への

直接支払制度」終了後の抜本的改革に関する要望書に賛同する声明書

平成 22年 3月 31日

日本のお産システムを守る会

石井廣重 田中啓一 船橋宏幸

日本のお産システムを守る会は日本各地に展開する産科システムを守るために出産育児

一時金の医療機関への直接支払制度の即時廃止を求める立場から上記要望書に賛同す

ることをここに表明します。表明に際して以下の点を付記 します。

分娩医療機関は国民のために存在することは言うまでもありません。そして分娩医療

機関において日々働き分娩医療を提供する私たちもまた国民の一部です。決して産科医

と一般消費者 とが対立 しているわけではありません。

私たち医療従事者は日夜妊産婦とあかちゃんのために心をつくして働いています。私

たちにも生活がありこどもがあり老親があります。私たちの仕事と生活も守らなくては

なりません。

消費者の利益を優先するあまりに事業者である私たちの仕事と生活を損なうものが

この「出産育児一時金の医療機関への直接支払制度」です。どうか厚生労働磐の皆様方、

国会議員の方々、報道機関の方々が、事業者の犠牲において消費者を大事にすることの

ないよう配慮をお願いします。なぜならあらゆる事業者はあらゆる事業場面において消

費者よりもはるかに少数ですので、個男け分野ごとに消費者の利益のみを優先させれば、

やがてこの国から事業者がいなくなり、消費者ばかりの国になつていくでしょう。しか

しそんな国は成立していかないのです。



//

平成 22年 3月 31日

産科中小施設研究会 (会員数約ωQ縛

世話人代表 鈴木正彦 (代表)、 堀口貞夫、関根憲治、久保田繁、剣 |1豊、池下久弥

連絡先 :唖L&DⅨ 03‐5605‐

2277

日本産科婦人科学会 0日本産婦人科医会共同要望書に対する支持声明書

産科中イ瀬酬糊究会 (会員数約 400″馬 は、本日付けで長妻厚生労働大臣に提出された社

団法人日本産科婦人科学会・社団法人日本産婦人科医会共同での「『出産育児一時金等の医療

機関等への直接支払制度』終了後の抜本的改革に関する要望書」に対し、全面的な支持を表

明致します。

当面は、出産育児一時金直接支払制度に代わる新たな制度の創設への動きを見守り、両会

統一の要望書に沿つた制度創設を期待しておりま丸

我々は未収入金発生のため経営が困難になっていま丸

来年からではなく、出来るだけ早期に制度の中止を希望致します。

以 上
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3月 31日 、当会は下記の理事長談話を発表しました。照会は事務局
・高橋 他 :045‐

“

3‐2411):a

日本産婦人科学会と日本産婦人科医会の共同要望書を支持する

出産育児一時金「直接支払制度」を廃止臥 法の本旨
へ回帰を

欄 ll県保険医協会

.                    理事長  池川 明 (談話)

昨年 10月 1日 より、一片の保険局長通知により突如、産科の
「出産育児一時金」直接支払制度が立

ち上|ずられ、分娩費の産科医療機関への入金が出産当月から2～ 3ヶ月先となり、運転資金シ
ョート

により産科医療機関の存立が危ぶまれるという事態が起きている。

さすがに社会的問題となり、この制度の完全実施が半年間猶予されたのに続き、過日、厚労省は今

年度 鬱011年 3月 31日迄)一杯の延期と制度見直しを決め、変化をみせている。

この下で3月 31日、日本産婦人科学会と日本産婦人科医会が共同で「『出産育児一時金等の医療機

関への直接支払制度』終了後の抜本的改革に関する要望書」を厚労大臣あてに提出した

その内容は、①出産育児一時金の直接支払制度を2011年 3月 31日で終了し、②健保法で規定され

た出産育児一時金の本旨に立ち返り、新たな制度を確立すること、C断制度は保険者
‐被保険者の間

で請求と支給が完結することを原則とする、④事前申請に基づく受領委任払制度を可能とすること等

一となつている。

つまり、実質的に問題の「直接支払制度」の廃止と、従来の法に基づく対応の復活である。われわ

この「直接支払制度」は法的根拠が何もなく、法律改定はもとより、政令や省令で規定したもので

もない。保険局長通知の「実施要綱」の発出により半強制的に効力を発揮しており、立法主義を無視、

逸脱した大問題であり、そのことをわれわれは一貫して指摘してきた。今回の共同要望書はこの改善

に大きく資するものと考える。また、今次診療報酬改定での薬局による処方内容の変更や、領収明細

書の発行義務化など法の逸脱が濃い現在進行形の類例
へ、是正のための対抗力、援軍となる。

厚労省は、直接支払制度に関し「あくまでも医療機関の任意の協力」を盾にし、当会の照会に際し

ても、「関係団体・機関間の調整・合意により局長通知を出した」としていた 今回の共同要望書によ

り、この制度を肯定する医療機関関係団体はどこにも存在しなくなつている。厚労省は速や力ヽ
こ、健

保法の本旨に回帰した制度確立に尽力すべきである。

尚、当初より直接支払制度は2011年 4月 より制度見直しを予定し、オンライン請求が前提とされる

など、医療機関への強制協力と審査支払機関を介在させた出産育児一時金の「療養翻口、保険給付の

一尭管理など、医療保険再編に絡んだ複雑な思惑が透けている。

そのような思惑は捨て、産科医療機関と日本のお産を守るよう、健保法を遵守した制度運用を厚労

省には切に求めるものである。

2010年 3月 31日
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日本産婦人科学会・日本産婦人科医会共同要望書に関する

支持声明書

平成 22年 3月 31日

社団法人東京都助産師会助産所部会

会長 石村 あさ子
連絡先 :FAX03‐ 6659‐ 7141

社団法人 日本助産師会助産所部会 (以下「当会」といいます。)は,出産育児

一時金等の医療機関等への直接支払制度 (以下 「当該制度 Jと いいます。)につ

いて,①出産費用に係る支給の遅れにより未収入金が発生して助産所等の経営

を圧迫するおそれがあること,②事務手続きが複雑で負担になること,③支払

が確実とは言えないことなどの理由により,これを廃止して新たな制度を創設

することを望んでおります。

本日付で長妻厚生労働大臣に提出された社団法人日本産婦人科学会・社団法

人日本産婦人科医会共同の「『出産育児一時金等の医療機関等
への直接支払制

度』終了後の抜本的改革に関する要望書」は,当該制度に関する当会の意とそ

の内容を同じくするものであることから,当会はこれを全面的に支持すること

を表明致します。

当面 |ま,当該制度に関する上記問題点を解消した,これに代わる新たな制度

の創設に向けた動きに期待 して,これを見守る方針でおります。

お産の文イヒ,伝統を守る為にも,来年ではなく,出来るだけ早期に当該制度

を中止することを要望致します。

以上
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平成22年 7月 14日 第38回社会保障審議会医療保険部会
健康保険組合連合会 白川委員提出資料

支払早期化にかかる健康保険組合の体制等に関する調査結果

(H22.4.23現在 )

1473組 合 の うち 1426組 合 か ら 回 答 (回 答 率 97%)※ 調査中解甫文・合併消滅による未回答組合8組合・その他未回答組合39組合

間 1:職員数

常勤者

5人未満 10人未満 15人未満 20人未満 30人未満

802組合 384組合 92組合 50組合 41組合

40人未満 50人未満 100人 未満 100人 以上

19組合 16組合 15組合 7組合

非常勤者

5人未満 10人未満 15人未満 20人未満 30人未満

1397組合 10組合 5組合 2組合 5組合

40人未満 50人未満 100人 未満 100人 以上

0組合 2組合 3組合 2組合

職員数計

5人未満 10人未満 15人未満 20人未満 30メ、j未 ,商

772組合 401組合 97組合 51組合 43組合

40人未満 50人未満 100人未満 100人以上

21組合 12組合 19組合 10組合

問2:支払早期化の対応が可能な時期について

5月 から対応可能 688  (480/o)

6月 から対応可能 441  (310/0)

その他 294  (210/o)

※3組合が未回

問3:支払早期化の対応が困難な理由について

その他理由
システム業者次第のため

国保連より事前にテストデータを受領し検証を行いたいため

7月 (3組合 )/10月 (2組合 )

制度開始決定から2ヶ月程度のシステム導入期Fn3が必要であり、当該期間が確保できる時期(17組合)

その他に記載された時期 |シ
ステム業者次第・不明(57組合)

事務体制や資金繰りの観点から対応困難(50組合)

そもそも直接支払tll度に反対(2回 払いに反対含む)(28組 合 )

その他意見67組合 /記載なし(70組合)

システム改修に時間を要するため 487

システム改修経費の確保が困難なため 38

事務体制が確保できない 262

その他 166



間4:今後の直接支払制度のあり方について

制度 理 由

直接支払制度 (継続 ) 633

利 用 者 の 利 便   1保 険者における事務負担

591 147

保険者における費用負担 |   そ の 他

23 27

受取代理制度 264

利 用 者 の 利 便   1保 険者における事務負担

196 203

保険者における費用負担 |   そ の 他

73 50

従来の被保険者の請求による
償還払い

398

利 用 者 の 利 便  1保 険者における事務負担

92 347

保険者における費用負担     そ の 他

120 73

その他
(新たな制度のご提案など)

126

利 用 者 の 利 便   ‐ 保険者における事務負担

83 89

保険者における費用負担     そ の 他

37 55
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第38回社会保障審議会医療保険部会への意見 (2010年 7月 14日 )

委員 横 尾 俊 彦

九州北部の急な大雨対応のため出席叶いませんので、意見を提出します。

本来なら説明を伺つてから出すべきですが、緊急事情のため、事前にいただ
いた資料に目を通しての意見を述べますので、よろしくお願いします。

1口 「高額介護合算療養費」について

制度内容・申請手続等、被保険者が理解しにくく、また、医療・介護
の両制度に係る情報が必要であり、確認 E集計等が困難であることから、
今回の高額療養費の見直し、あるいは、新たな高齢者医療制度において、
医療・介護、それぞれの自己負担額の引き下げによる現物給付化などに
より、被保険者の理解 口手続きが容易で、各保険者システムも簡易な仕
組みが可能なものとすべきである。

現行制度は次 (以下)のとおり、問題が多く、制度の目的をより効率的に
実現するためには、新たに別の仕組みに転換する必要がある。

(1) 制度の趣旨と現実の相違

として創設されているが、

象となる世帯が「医療保険世帯」であるため、
してい

(2) 仕組みの分かりにくさ・申請漏れの発生

医療介護のサービスを利用する高齢者はもとより、若年世代にとっても、
りにくく、過去一年分の自己負担額

また、申請の勧奨も、75歳年齢到達者や広域外転入者など、計算期間
内に保険の変更があつた被保険者については、システムによる仮算定が行
えず、勧奨通知を送付することができない。

て鐘昼墨聾嘩財鼎鰊醐鋼羅魂,なよ申訓
こあたっ

(3) 給付に至るまでの期間が長い

囀



1年間分の自己負担額を対象とするため、

に至 った

(4) システムの複雑さ

己

に、その
生している。

2ロ

現行制度においては、政府広報が先行 して、
つたのは つ らであっ

ヒ。このよ
するものであり、 している。

出産育児一時金制度について

(1)「一時金」の金額と財源

最大の議論のポイントのひとつは「一時金」の額と考えられますが、
図つていただくことが重要と考えま

す。この財源課題については、すでに高齢者医療制度改革会議でも指摘
があるし、ほかの審議会などでも同様の財源問題としての検討の必要性

については、すでに高齢者医療制度改革会議でも指摘

を求める意見があるものと認識しています。

(2)産科医療機関の経営問題の側面

産科医師不足、産科医療機関不足などが社会問題にもなつてきていま
すが、一方では現状の における「

すなわち、現状では、保険適用外での出産となつており、そのために
出産に関わる医療を行つた医師・医療機関への費用の給付は、およそ 2よそ 2

該当者を特定して給付額を決定するには、複|

が必要となり、各保険者が運用するシステムの

ケ月後となつているとのことのようです。そのため、医師や医療機関側
は一時的にそれらの費用を立て替え、さらに金利分も負担し、その後に
給付を受けることになる訳ですが、各地で産科医療機関が減少している
状況下であるだけに、何らかの対応を検討すべきではないだろうかと考
えます。




